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第５章 地震防災上必要な教育及び広報に関する計画 

 

町は、防災関係機関、地域の自主防災組織、事業所等の自衛消防組織等と協力して、地

震防災上必要な教育及び広報を推進する。  

１ 町職員に対する教育 

町は、地震災害応急対策業務に従事する職員を中心に、地震が発生した場合における地

震災害応急対策の円滑な実施を図るため、必要な防災教育を行うものする。防災教育は、

各課、機関ごとに行うこととし、その内容は少なくとも次の事項を含むものとする。  

(1) 南海トラフ地震に伴い発生すると予想される地震動等に関する知識 

(2) 地震防災に関する一般的な知識 

(3) 南海トラフ地震が発生した場合に具体的にとるべき行動に関する知識 

(4) 南海トラフ地震が発生した場合に職員等が果たすべき役割 

(5) 南海トラフ地震防災対策として現在講じられている対策に関する知識 

(6) 南海トラフ地震防災対策として今後取り組む必要のある課題 

２ 町民等に対する教育及び広報 

町は、関係機関と協力して、ハザードマップの周知、防災訓練等の機会を通じて、町民

等に対する教育を実施する。防災教育の内容は、地域の実態に応じて地域単位、職場単位

等で行うこととし、その内容は少なくとも次の事項を含むものとする。  

なお、その教育方法として、印刷物、ビデオ等の映像、各種集会の実施など地域の実情

に合わせた、より具体的な手法により、自助努力を促し地域防災力の向上を図ることにも

留意しながら、実践的な教育を行う。  

(1) 南海トラフ地震に伴い発生すると予想される地震動等に関する知識 

(2) 地震等に関する一般的な知識 

(3) 南海トラフ地震が発生した場合における出火防止対策、近隣の人々と協力して行う

救助活動・避難行動、初期消火及び自動車運転の自粛等防災上とるべき行動に関する

知識 

(4) 正確な情報入手の方法 

(5) 防災関係機関が講ずる災害応急対策等の内容 

(6) 各地域における避難対象地域、土砂災害警戒区域等に関する知識 

(7) 各地域における避難場所及び避難経路に関する知識 

(8) 避難生活に関する知識 

(9) 町民等自らが実施し得る、最低でも３日間、可能な限り１週間分程度の生活必需品

の備蓄、家具の固定、出火防止等の平素からの対策及び災害発生時における応急措置

の内容や実施方法 

(10) 住宅の耐震診断と必要な耐震改修の内容 
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３ 相談窓口の設置 

町は、地震対策の実施上の相談を受けるため必要な窓口を設置するとともに、その旨周

知徹底を図る。 

  


